
LO O K I N G  F O R  A  C H A L L E N G E R

共創型企業・人材展開プログラムにチャレンジしたい方へ

MISSION
自身の「知識と志」を地域で展開し

自身をアップグレードせよ

共 創 型 企 業・人材展 開プログラム



募集要項

フィールド 課題解決に取り組む石川県内企業等

応募期間 ～202 2年8月12日（金）

期間 2022年10月～2023年3月

活動資金 研究費や日常生活支援として、参画企業より30万/月（計180万円）を支給
（各企業での活動においては個別に調整）

ミッション 各自フィールド企業の経営や事業に参画（期間・各種条件の中で）

1. これまでに培った自身の能力と大学プログラムを最大限活用し、受入企業の課題を解決
せよ

2. 受入れ企業の根源的な経営課題（≒地域企業の共通課題）を導出し、解決策を提案せよ

3. 受入企業や地域との関わりから、今後の自身のキャリア（ワーク・ライフ）をデザインせよ

応募条件 プログラム期間中（2022年10月～2023年3月）において

週5日間、当地域にお住まいいただいて下記の活動ができること1.

プログラム期間中における、住居、交通手段は自身で確保・手配すること
（詳細は、参画企業との決定後の調整となります）

2.

1） 週4日、石川県内の企業や団体で勤務が可能であること

2） 週1日、金沢大学キャンパス（金沢）等でゼミ参加が可能であること
※参画企業等への通勤、ゼミへの参加時の交通費及びゼミでの宿泊費・飲食費は自
己負担

求められる人物像 ・ 特定の専門性を有しながら、新たなチャレンジをとおして、自立的なキャリア形成
を望む人

・ そのチャレンジの場所や機会として当地域に可能性を見出している人

・ クロスアポイントメントや兼業・多地域居住など地方での新たな働き方の創出を
志向する人

応募後の流れ 

2. 記載いただいた応募内容と参画企業での研究テーマに照合し、該当する方に対し、随時、
プログラム事務局から、記載いただいた連絡先にメール、電話にてご連絡を差し上げます。

1. 応募後、はたらきまなびRegional事務局（プログラム事務局から募集業務を委託）より、
今後の選考の進め方等について、メールにてご連絡を差し上げます。

3. プログラム事務局や参画企業との面談の後、本プログラムの研究員としての参画が確定し
ます。（面談によってお見送りになる場合もございます）

4. プログラム事務局や企業との面談は、ZOOM等オンラインにて行う予定です。参画企業と
の面談において、石川県内で行う場合、交通費は参画企業より後清算されます。



プログラムに参加するメリット

01 金沢大学の客員研究員として企業の新しい形を研究

大学教員がスーパーバイザー役となる少人数制のプログラムにより、地域企業の課
題解決と高度化プロセスの研究に携わります。
また、大手外資系コンサル19年の経験を持つ外部講師による課題分析やケース・
メソッド学修を通じて、地域企業の課題解決や、持続的な発展に向けた方策につ
いての理解と考察を深めます。

02 異業種による共創産業の企画と展開

地域企業の経営者や金融機関との交流の場を設け、地域社会や産業に対する基
礎体力をつける場を提供。
その基盤を基に、多様な業種に入って活躍する他の研究員と共に、新しい異業種
でのビジネス・共創産業の企画と展開を目指します。

03 地方でのワーク・ライフをつくるインターンシップ

約6か月間、北陸（主に金沢およびその近接地域を想定）で、大都市圏とは異なる
地方でのワーク・ライフの経験を通じ、自分らしく働くことを考える機会を得る
ことができます。
地域の魅力を活かして働き暮らす生活スタイルづくりを試みる機会となります。

04 地域企業での学び

ご自身のこれまでのご経験を企業経営の現場で活かし、実体験を通じて地域企業
の「経営」を知る、または実践することで、ビジネスパーソンとしてのこれからの具
体的なキャリアパスを形成する機会を得ることができます。



研究員・企業の参加イメージ

客員研究員は、週4日は参画企業に伺い経営課題の整理・解決を行いながら、週1日は、大学のリカレントプログラム、
「総合演習」「個別ゼミ」「共創研修」で教員・大学・専門家の知見を活用し、企業の課題解決をはじめ、地域企業を
活性化させるエコシステムを形成するための研究を行います。3月に開催する最終報告会にて、研究成果を発表します。

プログラムの目的（課題解決への取り組み）

参画企業の個別課題‥エントリー時に設定した個別課題の解決へ半年間取り組む
地域中小企業の共通課題‥当該参画企業の根源的な経営課題（＝地域中小企業の共通課題）を研究

2022年10月～ 11月 12月 4月～2023年1月 2月 3月

開
講
式

最
終
報
告
会

個別ゼミ（月2回）
＠金沢大学
・企業課題解決に向けた具体的なグループ討論
・成果報告書取りまとめに向けた研究指導

共創研修（月2回）

＠金沢大学
・研究員によるグループワーク

総合演習（月2回）
＠金沢大学
・客員研究員と参画企業が共に参加
・課題解決に向けた戦略的なアセスメント、
ディスカッション
・中間報告会の実施

大
学
で
の
学
び
・
研
究

企
業
で
の

ミ
ッ
シ
ョ
ン
遂
行

客員研究員が参画企業の業務に従事し経営課題を解決 （週4日出勤）

＠参画企業
・参画企業側のチームと恊働をしながら企業内でミッション遂行
（10月~12月に3回程度、大学教員・外部講師を交え、社長討議を予定）
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参画企業の課題を深堀り

*修了レポートの作成と提出
*修了プレゼン

1Week（10月～翌年3月）

週4回

週1回

※日程および曜日は
　調整した上で設定



研究員 受入予定企業 - 1

昨今のデジタル化浸透の流れをチャンスと捉え、AIや
IoT、ビッグデータの有効活用をテーマとした具体的事
業をスタートし、市民の利便性向上やまちづくりの最
適化につなげたい。
民間企業や大学機関と連携して、センサ・カメラ・ドロ
ーンなどから得られるさまざまなビッグデータの有効
活用を図り、防災や見守りなどの有益な情報として昇
華させ、市民へ還元する仕組みを確立したい。

本市独自のスマートシティプロ
ジェクト、行政のデジタル化の
推進

咋市役所

ht tps://www.ci t y.hakui . lg . jp/

業種

地方自治体

ミッションテーマ

ミッション背景

経営環境を取り巻く不確実性や消費者価値が変化す
る中で、それらに対応していくために、デジタル軸とし
た事業戦略の立案・実行の必要性を感じている。
現状、各事業分野においてリアルマーケティングや商
品開発については戦略・戦術を持って取り組んでいる
が、デジタルマーケティングについては知見が乏しく、
全社的に課題感を持っている。
デジタルマーケティング戦略・戦術の立案と実行へ向
けた体制の構築を実現したい。

「最高、その先へ」を実現し続
けるためのデジタルマーケティ
ング強化

株式会社アプラス

ht tps://aplus-co. jp/ 

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

各種商品の企画、制
作、販売

石川県能登半島の中心に位置する穴水町。四季折々
の豊かな自然と旬な味覚に恵まれた町で、近年では
移住者への宅地の無償分譲や子育て施策の充実など
の「この町に住んで良かった」と実感できるまちづくり
に取り組んでいる。
その中で、新たなサービスの提供に向けた行政事務の
デジタル化への取り組みはまったなしの状況となって
おり、特に新型コロナ感染症対策などのため、行政
手続きのデジタル化は早急に取り組んでいく必要が
ある。

行政事務等のデジタル化の推
進

穴水町役場

ht tps://www.town.anamizu . lg . jp/

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

地方自治体

石川県は、女性就業率が51.8％（全国2位）と高く、
保育所の待機児童がゼロであったり、３世代同居の
世帯が多く育児に関して祖父母の援助が得やすい
など、女性が活躍できる環境が整っている。
働く女性が多くいる中で、女性たちがより健康的に
活躍できる持続可能な社会を構築するため、まだ表面
化していない課題を把握し、働く女性たちが気軽に
話し合えるコミュニティを創出していきたい。

働く女性が活躍できる持続可
能な社会の構築に向けた新規
事業の構想設計

グランファルマ株式会社

ht tps://www.granpharma.co. jp/

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

小売業



研究員 受入予定企業 - 2

DX（デジタルトランスフォーメーション）や機械の自動
化等、技術の進化のスピードは速く、激動する時代の
変化をしっかりと捉え、「いま我々に求められていること
は何か」を常に考え、柔軟に対応できる組織づくりの
必要性を感じている。
若手からベテランまで世代や国籍を超えて、社員一人
ひとりがもつオリジナリティ・ノウハウ・アイディアを
活かせる環境のもとで、「個」の力を融合し、「組織の
力」へと進化させるチームづくりを社員と一緒に進め、
「お客様の期待値を１歩こえるものづくり」を実現する
ための創造提案型ものづくり集団を目指したい。

「お客様の期待値を１歩こえる
ものづくり」を目指していくた
めの組織づくり

野村金属工業株式会社

ht tps://nomura-kin .co. jp/

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

板金加工、製缶加工、
機械の組立等

経営戦略の一環として、近年は新卒を中心に採用強化
を図り、3年間で雇用を倍増させてきた。それに合わ
せて人材育成、ソフトウェア導入、レクリエーション
強化、DX等、対策を講じて取り組んできたが、世代間
のギャップや、中間層の人員不足等、従来の組織を
構成するメンバーとの間で共通認識となっている価値
観・ルール・考え方では対応が難しくなってきている。
そこで社員のモチベーションを上げて、幹部職の意識
向上を図り、敏速な対応能力の育成を推進する。

未来を見据えた組織風土づく
り

大竹電機株式会社

ht tps://suzu-beachhotel . jp/

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

電気工事業

社員ひとりひとりが当社の主役であり、社員が気持ち
よく働ける環境を構築することが、より良いサービス
の提供、生産性の向上繋がると考えている。そのため
には、技術の伝承、標準化・マニュアル化、エンゲージ
メント向上などの必要性を感じている。
働きがいのある会社づくりや自律的に考えて働ける組
織づくりを実現することで、溶接を通したものづくり集
団として、お客様の望む対応力のある企業であり続け
たい。

「誰かのために何ができるか」
を常に考え、実践し続けていく
ための人材育成と組織づくり

株式会社旭ウエルテック

ht tps://kagaken.co. jp/

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

溶接構造部品の製
作

工場総務部門の業務はコア業務の総務に加え、工場
直売店の店舗運営、オンラインショップの運営が業務
となっている。昨今の感染症により、オンラインショッ
プの売上増が加速しているのに加え、工場直売店はま
だ売上の伸びしろがあると考えているところである。
まずは総務の業務効率化を図り、総務部門内でオンラ
インショップないしは工場直売店の業務を完結させた
い。

オンラインショップ・工場直売
店業務のウエイトを高めるため
の、総務部門の業務改善

株式会社森八

ht tps://www.mor ihachi .co. jp/

業種 ミッションテーマ

ミッション背景

和菓子製造販売



研究員 受入予定企業 - 3

当社は2021年に創業50周年という大きな節目を迎え
たが、次なる「100年企業」を目指す上で、持つべき
価値観や成長戦略、オペレーションモデル、組織構造
など、全てにおいて再考する必要があると考えている。
2022年は「顧客価値の魅せる化」を活動テーマに掲げ
ているが、魅力ある価値を生み出し、顧客から必要と
される企業であり続けるために、その方策としてデジ
タル技術を組み込んだ経営戦略をステークホルダー
へ示したい。まずは足元の課題となっているDX推進
に向けて、ITDDによる現状分析や、戦略立案からお
手伝いいただきたい。

IT・デジタル技術を活用した業
務効率化と付加価値向上

株式会社シンクラン

ht tps://thinkrun.co. jp/

業種

貨物自動車運送
事業

ミッションテーマ

ミッション背景



担当教員

佐無田 光 (さむた ひかる)

略歴

金沢大学人間社会研究域経済学経営学系 教授・博士（経済学）

専門は地域経済学。金沢大学経済学部講師、准教授を経て現職。主な著作として、『地
域包括ケアとエリアマネジメント』（共編著）、『2025年の日本　破綻か復活か』（分担
執筆）、『北陸地域経済学』（共編著）など。

平子 紘平 (ひらこ こうへい)

略歴

金沢大学 先端科学・社会共創推進機構 特任助教

専門は産学官連携による総合的な課題解決、地域課題を起点とした異分野融合研究。
都市銀行勤務、大学発ベンチャー代表を経て現職。著作として、『地域包括ケアとエリア
マネジメント』（共編著）

北村 大治 (きたむら だいじ)

信州大学 産官学連携特任教授（2020年10月1日～）／特定非営利法人SCOP 主席研究員／
株式会社Social Ar ts Consult ing 代表取締役

略歴

信州大学繊維学部卒、同大学院イノベーションマネジメント修了。地方自治体・地域公共
機関への政策提言、政策策定の経験が豊富。中小企業支援機関勤務、SCOP専務理事
の経験より、地域企業のコンサルにも強みをもつ。

山本 美樹夫 (やまもと みきお)

大学院大学至善館 専任教授/信州大学 特任教授/合同会社RBX パートナー

略歴

東京工業大学金属工学科卒、総合理工学研究科修士課程修了。シカゴ大学経営学修
士課程修了。専門は企業コンサルティング。19年間の大手コンサル会社勤務・自身での
起業・ベンチャー企業支援等の経験から、大企業～創業企業まで幅広く、企業支援が
可能。


